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平成28年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

分担研究報告書 
重度かつ慢性の精神障害者の医療提供体制  

 分担研究者 安西信雄 帝京平成大学大学院 研究科長・教授 

研究協力者 田口真源（大垣病院、精神科病院協会）、原敬造（原クリニック、精神科診療所協会）、

井上新平（さわ病院）、宮田量治（山梨県立北病院）、木田直也（国立病院機構琉球病院）、立森久照（国

立精神・神経医療研究センター） 

 
Ａ．研究目的 

平成25～27年度厚生労働科学研究費補助金

「精神障害者の重症度判定及び重症患者の治

療体制等に関する研究」（研究代表者：安西信

雄）により実施された精神科病院在院患者の全

国調査（横断調査および前向き調査）にもとづ

き「重度かつ慢性」の基準が作成されたが、こ

の基準に該当する患者への医療提供体制や治

療戦略については継続的な課題となっている。

そこで今年度は過去の調査資料に基づき、「重

度かつ慢性」患者の基準や治療提供体制・治療

戦略当について今後取り組むべき課題とその

方向性を明らかにすることを目的に検討を行

った。 

 

Ｂ．研究方法 

 今年度の研究は、過去に実施された調査研究

データの追加解析をもとに分担研究班により

検討し、課題を明確化する方法で実施した。 

（倫理面への配慮） 

 今回は既存データの検討である。 

 

Ｃ．研究結果 

平成28年6月4日に第1回、平成29年 1月

14日に第2回班会議を実施し、その他、メーリ

ングリスト等を通じて活発な意見交換を行っ

て研究を実施した。 

１．「重度かつ慢性」基準案の評価をめぐって 

 当分担研究班で「重度かつ慢性」基準案の妥

当性についてあらためて検討した結果、精神症

状、行動障害、生活障害および身体合併症を基

準として設定している現在の基準案は、平成26

～27年に実施された「前向き調査」結果により

妥当性が確認されており、関係者の間で合意も

得られていることから、今後もこの基準案をも

とに検討を進めていくことで合意された。 

 平成29年 2月 8日に出された厚生労働省「こ

れからの精神保健医療福祉のあり方に関する

検討会報告書」では、「重度かつ慢性」の基準

案の取扱いが検討された結果、「精神疾患の重

症度を医学的に評価する基準の一つとして活

用する」という評価を受けた(図表1～3）。今後

の精神病床における入院需要推計にも活用さ

れている(図表4)。 

２．分担研究班の検討の結果と今後の課題 

 以下、分担研究班での検討結果をまとめたも

のである。「・」は情報、「○」は分担研究班で

の検討結果（意見を含む）、「⇒」は今後の課題

 

研究要旨：平成25～27年度にかけて実施された精神科病院在院患者の全国調査（横断調査および前

向き調査）にもとづき「重度かつ慢性」の基準が作成されたが、この基準は「これからの精神保健

医療福祉のあり方に関する検討会報告書（平成29年2月8日）」に取り上げられ「精神疾患の重症度

を医学的に評価する基準の一つとして活用する」という評価を受け、今後の精神病床における入院

需要推計にも活用されている。しかし、この基準に該当する患者への医療提供体制や治療戦略につ

いては継続的な課題となっているので、本分担研究班で過去の調査資料に基づいて分析と検討を実

施した。その結果、「重度かつ慢性」患者の定義の明文化、すでに長期化している長期在院患者の

ニーズに対応した治療と処遇の検討、入院後の比較的早期の長期化リスク評価の必要性、クロザピ

ンの使用を普及するための方策、標準的な入院治療をどう考えるかなど、さらに掘り下げて検討す

べき課題が明確になった。来年度は引き続き分担研究班での合意形成を重視しつつこれらの課題の

解明を進める予定である。 
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を表す。 

１）「重度かつ慢性」患者の定義の明文化 

・基準案では「一定期間の適切な入院治療が行

われても」、「精神症状 ＆（[行動障

害]and/or[生活障害]）」が所定の基準を満た

す場合とした。（入院治療が必要な程度の身

体合併症も考慮） 

○この基準案について、①「適切な入院治療」

とは何か、②基準を満たせば「入院を継続し

ても仕方ない」ということよりも「通常以上

の手厚い治療や支援が必要」という方向で考

えるべではないか、③医療資源の格差や地域

側の支援力の格差も考慮すべき、などの議論

があった。「重度かつ慢性」の概念の一致が

求められる。 

⇒本分担研究班の平成29年度の課題として、デ

ータに基づき定義を検討し明文化する。 

２）すでに長期化している患者(OLS)の扱い 

・「重度かつ慢性」（旧安西班）のデータをもと

に、1年以上の長期在院患者のうち「重度か

つ慢性」基準に該当しない＆重い身体合併症

を持たない患者の地域移行が目指されてい

る 

○いわゆる「社会的入院」との差異を明確にす

るべきという意見あり 

○活発な精神症状が残存する、あるいは問題行

動や陰性症状、生活障害が顕著なため、それ

らに配慮した治療プログラムが必要な場合

がある 

⇒年齢階層別（65歳未満、65歳以上など）のニ

ーズを検討 

⇒ニーズに対応した治療・支援プログラムを検

討 

３）入院後３ヵ月の「重度かつ慢性」リスク群

の判定について 

○入院後1年経ってから手厚い治療を提供する

のでなく、入院後早期～急性期治療への反応

をみて、ハイリスク群を同定し、「重度かつ

慢性」にさせないための手厚い治療を提供す

べきではないか 

○入院3ヶ月時点の「重度かつ慢性」基準への

該当・非該当と1年までに行われた治療の関

連を検討したところ、薬物療法については入

院3ヶ月以降に実施された治療介入と転帰

とは有意な関連は見いだせず、心理社会的治

療については個人精神療法と服薬指導で退

院促進効果を認めた。 

⇒ハイリスク群の同定のための基準と必要な

治療介入との関連についてさらに検討する 

４）「重度かつ慢性」基準に該当しないが医師

が「病状が重いため退院困難」とした群 

○基準から外れる人が不当に不利な扱いを受

けないように注意する 

⇒「経歴上の問題」や、頻度が低くてもリスク

が高い行動障害（たとえば放火など）などが

医師判断に影響していないか検討する 

５）「重度かつ慢性」基準の感度・特異度をも

っとよくするための方法 

・検討会で基準の精度をあげるよう要請あり 

⇒「重度かつ慢性」基準に関連する様々な要因

を投入してロジスティック回帰を工夫する 

⇒医師判断に影響する要因をさらに検討 

⇒65歳以上と未満で分けると、未満群は精神症

状がより活発で、以上群は運動減退・失見当

識・心気症などが高いという結果あり、治

療・支援ニーズが異なる可能性があるので年

齢を分けた検討も実施 

６）標準的な入院治療をどう定義するか、クロ

ザピンや mECTをどう組み入れるか 

○クロザピンやmECTは地域ネットワークの中

で使用しやすい仕組みを作るべきではないか

（沖縄モデル等を参考に）。 

○クロザピン治療導入を受け入れる側の病院

（基幹病院等）で入院が長期化して施設基準

上の不利が生ずる問題の対応が必要 

○クロザピン加算は月500点でインセンティブ

として弱い。 

○「適切な入院治療」の中に「繰り返し退院へ

の努力が行われた」ことが含まれるべきでは

ないか。 

○個別的な治療だけでなく、チーム医療（多職

種のチームでの日常的な関わり）が効果があ

るのではないか 

⇒上記の１の課題と関連して分担研究班で標

準的治療についての検討を進める 

⇒クロザピンやmECTを地域ネットワークの中

で実施しやすくする方策を検討する 

７）「重度かつ慢性」基準の妥当性検証と治療

ガイドライン検討の試み 

○H29-30年度の厚労科研「重度かつ慢性・包括

支援」の新規課題が採択されれば、本分担研

究班での検討と連携して研究を進めること

ができる 

⇒とくに平成26～27年に実施した「前向き調
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査」では十分な根拠が得られなかった問題に

ついて、新規の研究班に情報を提供して協働

することにより、「重度かつ慢性」基準の妥

当性検証と治療介入ニーズをさらに掘り下

げて検討することが出来る。 

⇒新規の研究班で今後得られるであろうデー

タを踏まえて、政策提言に向けての検討を行

う。 

Ｄ．考察 
 「重度かつ慢性」基準については合意され
ているので、基準を満たす人たちに必要な治
療をどうするか、「重度かつ慢性」にならない
ためにどうするかという視点で今後の課題を
考察した。 
Ｅ．結論 
 今後の研究でさらに掘り下げて検討すべき課

題が明確になった。 

Ｆ．健康危険情報 
 なし 
Ｇ．研究発表 
 安西信雄、井上新平：全国の精神科病院へ
の新規入院患者の前向き調査から「重度かつ
慢性」の基準と必要な治療を考える．（第 35
回日本社会精神医学会：シンポジウムⅠ「重
度かつ慢性」について考える）日本社会精神
医学会雑誌 25:372-380, 2016 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 
 なし 
 
 

 

これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会報告書（平成29年２月８日）および「参
考資料」として用いられた本分担研究班に関連する研究成果 
「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会報告書」（平成29年２月８日）およ
び「参考資料」として用いられた本分担研究班に関連する研究成果 

図表１：「重度かつ慢性」の基準案について 
 これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会（以下「検討会」と略す）の検討資
料として平成25～27年度厚生労働科学研究の成果である「基準案」が紹介され、報告書の参
考資料として用いられた。（以下の図表２～４も検討会で取り上げられ報告書参考資料とし
て活用されている） 
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図表２：「重度かつ慢性」の基準案に基づく調査結果について 
 すでに長期化している患者群に基準案を当てはめると該当する患者は60%前後になった。 

図表３：「重度かつ慢性の割合」の算出について 
 研究班の結果に身体合併症を有する患者を加え６～７割と設定された。 
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図表４：入院需要及び基盤整備量の目標値（地域移行に伴う基盤整備量） 
 研究班の結果を踏まえて、上記のように平成32年度末と平成37年の精神病床における入院
需要と地域移行に伴う基盤整備量の目標値が設定された。 


